
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

県内企業へのＵターン就職率48％：H23年度42.2％を基準にH29年度の目標まで毎年2％均等に引き上げ

Ｈ26 H27
目標

H25末
（実績） 目標 成果 達成状況

50%

0 24,755

新規学卒者の就職、新規採用者の離職防止等の雇用
環境の改善を応援する事業を実施

49,241 45,776 0

合計 50,320 46,380

48%
集計中

（H28.3月)
集計中

48,757

・県内及び県外の大学等に就学している学生に対し、県内企業の情報や出会いの場を提供し、県内への就職の促進を図ることにより、企
業の人材確保及び地域の活性化に資する。

・若年者の就業率が低下：有業率（20～24歳）H19年約74％→H24年約70％
・県外大学等に進学した若者のうち、県内企業へのＵターン就職をする若者は4割程度
⇒県内外の学生が、県内中小企業の採用を含む会社情報を知らない。
・県内中小企業では、人材確保に苦慮している。
⇒若者への自社のPRが十分にできていない。

成果目標の達成状況

項目

Ｕターン就職率

事業番号 06 06 13 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 ふるさと信州若者就職支援事業 担
当
課

部局 産業労働部

２　雇用の促進　３　働きやすい職場づくりの推進 実施期間 H21 ～

県が関与
する理由

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

県内市町村や経済団体等の協力を得て収集した情報を、県外大学等に在学するUターン就職希
望者へ提供を行うには、県の関与が必要である。

課・室 労働雇用課

総合５か年
計画

プロジェクト  1-3-6次世代産業創出　5-2-3 雇用・社会参加促進   7-3-5 活動人口増加 E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
１－６ 職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づくり

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 検討中

出会いの場の創出
直接・
委託

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績
H26 H27

（当初） （決算） （当初）

情報提供
直接・
委託

・就職情報提供サービスによる県内外の学生及び大
学等の就職担当課への情報提供
・大学等主催の就職支援イベント等に参加し、学生に
県の事業や就職支援施設の紹介等を実施
・県内企業への就職促進の協定締結校を増やし、県
内への就職を促進
・新設される「企画振興部」の移住交流との連携

484 604 24,002

・協定締結校における学内合同企業説明会実施
・合同企業説明会の開催
・大学等就職担当職員と企業との情報交換会開催

595

ふるさと信州若者就職応援委託事業等 委託

19,081 50,320 48,757

合計（A) 22,478 48,757
38.8%

26年度 27年度

当初予算 19,083

補正予算 3,395

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの
財源

19,081 50,320

概　算
人件費

0.40 0.50 0.90 0.90

3,303

21,993 16,554 46,380

7,432

21,713 18,318 49,241 48,140

□ 事業を実施しない ■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

県外での合同企業説明会の実施や銀座NAGANOを活用した会社説明会を実施し、県外に進学している学生のUターン就職を促進する。
また、県内企業若手社員を就職応援隊に認定し、企業と協働で県内就職を促進する。

目標に対
する成果
の状況

大学等が主催するガイダンスへの参加回数の増加や協定締結校の数を倍増させるなど、県外大学へのアプローチを積極的に行い、事業
は概ね計画通りに実施できた。平成27年度中に調査を行い、達成状況を把握する。

 概算事業費（B（A）+C） 25,296 20,683 53,812 56,189

4,129 7,432

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

765 763 1,079 617


